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はじめに
2023年6月の小売料金改定では、審査において求められたコスト削減を含む最大限の経営効率化を織り込み、料金上昇幅

を抑制しております。加えて、2025年1月より社⾧直轄の「おきでんPXプロジェクト」を発足し、資材費や人件費等の高騰による調

達コスト増への対策として、調達部門の強化やサプライチェーンの最適化、DX等を活用した生産性の向上等の施策を展開してお

ります。

2025年度効率化実績は、電気料金の申請原価に織り込んだ効率化136億円に対して、171億円となりました(送配電部門

を含めた全社の効率化実績の合計額は217億円)。

昨今の物価や労務単価の上昇などの影響により、資機材の調達や工事において従来よりも費用が大幅に増加していることや

中東情勢等による資源価格の動向の不透明さなど、厳しい経営環境の中ではありますが、AIの活用等によるDXのさらなる進展

や、コーポレート部門を含めた全社的な業務オペレーションの見直し等の打ち手を講じて、効率化効果の最大化を目指してまいり

ます。今後とも当社事業に一層のご理解を賜りますようお願い申し上げます。

１．2025年度の効率化実績の概要(発電・販売部門)
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１．2025年度の効率化実績の概要(発電・販売部門)

 発電・販売部門においては、電気料金の申請原価に織り込んだ136億円の効率化額に対し、2025年度の実績額は
171億円となりました。

 また、申請原価の算定期間である2023年度から2025年度までの3か年平均の実績額も171億円となりました。
 2026年度も引き続き全社一丸となり徹底した効率化に努め、更なる深掘りを目指してまいります。
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具体的な取り組み内容3か年平均
実績額

2025年度
実績額

2024年度
実績額

2023年度
実績額

申請原価に
織り込んだ
効率化額
(3ヵ年平均)

項目

・調達方法、調達先の多様化による燃料費
の低減

・吉の浦火力(ＬＮＧ)運開による電源の多
様化 等

13313114012997需 給 関 連 費
(燃料費、購入電力料)

・点検周期、設計・数量・単価等の精査によ
るコスト低減

・設計、仕様、工法の精査
・発注方法の見直し 等

16152588設 備 関 連 費
(修繕費、減価償却費)

・業務のDX化、集約化に伴う低減
・委託範囲の拡大等に伴う人件費の低減
・委託費、賃借料などの契約内容の見直し等
による低減 等

2124162431そ の 他
(人件費、その他経費)

171171181161136合 計

（億円）

発電・販売部門



【参考】 2025年度の効率化実績の概要(送配電部門)
 送配電部門においては、2025年度の効率化実績額は46億円となりました。

※なお、2025年度の送配電部門の効率化実績については、今後、レベニューキャップ制度における期中評価の中で報告される見込みです
が、その報告対象は同制度における一般送配電事業者の事業計画に織り込んだ効率化件名となっています。他方、本頁で示した効率
化実績については、一般送配電事業者の事業計画に織り込まれていない新たな効率化件名等も含めて社内集計していることから、今
後、期中評価の中で報告される見込みの金額とは異なります。
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具体的な取り組み内容2025年度
実績額項目

・廃油再生装置を活用した離島燃料費の低減1燃 料 費

・競争発注などによる調達コスト低減
・標準装柱の見直し
・工事に伴う新たな用地取得費用の削減 等

6設 備 関 連 費
(修繕費、減価償却費)

・大型変圧器の現地解体に伴う運搬費の低減
・調整力の効率的な調達（調整力必要量の低減） 等37そ の 他

(人件費、その他経費)

46合 計

送配電部門

（億円）



 当社は、安定供給の確保を前提に、経済性・環境対策の同時達成を図りながら、自然災害に強い設備形成に努めてお
ります。

 2025年度の設備投資額は、計画値416億円に対し351億円となりました。
 2026年度の設備投資額は536億円となる見込みです。高経年設備の取替や供給信頼度対策、新エネ等設備への投

資を計画する中、設計、契約、施工の各段階におけるコスト低減に努めてまいります。また、設備計画のさらなる精度向上
を図るとともに、戦略的な設備投資によりトータルコストの低減を図ります。

【主要施策】
◆設計・仕様・工法の精査や新たな発注方式の導入による工事費の低減
◆除却・取替工事からの資材流用等による工事費の低減
◆「おきでんPXプロジェクト」※に基づく工事費の低減

※詳細はP16をご参照ください。

◆自然災害への備えに十分留意した効率的な設備の構築

２-１．効率的な設備投資

≪設備投資額の推移≫≪設備投資額の推移≫
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≪腐食圧縮クランプ取替を兼ねた電線張替工事≫≪腐食圧縮クランプ取替を兼ねた電線張替工事≫

 安定供給の確保を前提に徹底したコスト低減を推進し、設備の効率的運用および保全の効率化に努めております。
 2025年度についても、安定供給とコスト低減の両立に向けて、合理的な補修方法を検討し、点検周期、数量、単価、

発注方法の見直し等の効率的な運用に努めました。
 発電設備においてはIoT基盤を積極的に導入し、発電設備の効率化を行うことで燃料消費量の削減や、CO2排出量の

削減に取り組みました。
 今年度も、⾧期的な視点から保守・修繕にかかる費用を検討し、トータルコストが最小となる施策を行うことで、修繕費等

を抑制してまいります｡
【主要施策】
◆定期点検内容を精査し、工期を短縮することによるコストの低減
◆設計・仕様・工法の精査や新たな発注方式の導入による工事費の低減
◆既設設備の延命化および除却・取替工事からの資材流用等によるコストの低減
◆「おきでんPXプロジェクト」※に基づく工事費の低減

※詳細はP16をご参照ください。

◆低灰分炭である亜瀝青炭の継続利用による石炭灰の発生抑制や、石炭灰有効利用による環境負荷の軽減

２-２．設備の運用および保全の効率化① 送配電部門
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≪発電所のタービン定期点検≫≪発電所のタービン定期点検≫

発電・販売部門



≪事例≫ ボイラ燃焼制御システム導入による燃料削減

 ボイラ燃焼制御システムを既設制御回路に接続し、燃料投入量や主蒸気圧力などの変動を自動最適化することで燃焼
効率が向上するため、燃料使用量削減と二酸化炭素排出量削減が見込まれます。

 また、石炭火力で副産物として発生する石膏は、石炭灰中の未燃分が多いと品質の低い不良石膏となり、処分が必要で
したが、燃焼効率向上により石炭灰中の未燃分が低減し、不良石膏の処分料低減が期待されます。

２-２．設備の運用および保全の効率化②
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ボイラ燃焼制御システムは既設制御回路の補正を行うこと
で燃料投入量を安定させるシステムであり、燃料投入量が
安定することで主蒸気圧力も安定し、燃焼効率の向上に寄与
します。

燃料流量の
安定

主蒸気圧力の
安定

ボイラ運転
状態の安定

空気流量 ミル ボイラ

給炭機主蒸気

発信器

発電機 タービン

各種パラメータ（補正前） 補正係数

燃料投入量

仕組みの概要

ボイラ燃焼制御システム（IoT基盤）

発電・販売部門



≪事例≫ 特殊樹脂の吹き付けによる設備補修

 石炭火力発電所の運炭連絡建屋補修において、腐食が著しい外壁の取替を計画していましたが、外壁にはアスベストが
含有されておりました。

 そこで、特殊樹脂の吹き付け工法（ポリウレア樹脂吹付工法）を採用することにより、外壁の取替が不要となり、アスベスト
曝露対策・廃棄物処理費用の低減および工期短縮を図ることができました。

【ポリウレア樹脂吹付工法】
スプレーガンにてスレートへ樹脂を直接吹き付け、耐久性と防水性・耐摩耗性を向上させる工法

２-２．設備の運用および保全の効率化③
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運炭連絡建屋 スレート腐食状況

ポリウレア樹脂吹付工法 施工状況

施工完了状況

発電・販売部門
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≪事例≫ 大型変圧器の現地解体に伴う運搬費の低減

２-２．設備の運用および保全の効率化④ 送配電部門

 大型変圧器の除却時は、現地から当社本店の資材倉庫まで輸送する必要がありましたが、大型変圧器の輸送には特殊
仕様の低床トレーラが必要であり、高額で県外から手配する必要がありました。

 上記の課題を解消するため、現地にて変圧器の解体を可能とすることにより、特殊仕様の低床トレーラ手配が不要になった
ことから、運搬費用を低減できました。

≪（効率化前）低床トレーラによる運搬≫≪（効率化前）低床トレーラによる運搬≫

≪（効率化後）大型変圧器の現地解体≫≪（効率化後）大型変圧器の現地解体≫



 2025年度は、石炭の⾧期契約および調達ソースの多様化による安定調達に加えて、新規銘柄の調達や近隣国貯炭ヤ
ードの利用拡大による燃料費の低減を行ってまいりました。

 原油、石炭、LNGといった燃料価格は、主に中東情勢の影響を受け、2026年3月以降、上昇基調で推移しており、先
行きは不透明な状況にありますが、引き続き燃料の安定調達を基本としつつ、更なる燃料調達における経済性の追求に
努めてまいります。

【主要施策】

◆燃料需給ひっ迫等に備えたリスクマネジメント

(需要変動に対して機動的な調達を可能とするスキームの構築、非常災害時における燃料供給体制の確立など)

◆「おきでんPXプロジェクト」※に基づく燃料調達コストの低減
※詳細はP16をご参照ください。

◆石炭調達における調達先拡大や近隣国貯炭ヤードの活用※、時機を捉えた価格固定化等
※詳細は本ページ下部の「近隣国貯炭ヤードの活用について」をご参照ください。

◆効率的なLNG配船の実施による燃料費低減

◆離島における燃料費低減に向けた着実な取り組み
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２-３．燃料の安定調達と燃料費の低減 送配電部門

近隣国貯炭ヤードの活用について近隣国貯炭ヤードの活用について

・調達ソースの分散・多様化の取り組みとして、これまで豪州、インドネシ
ア、北米、南アフリカ等から石炭を調達してきました。

・さらに、近隣国の貯炭ヤードを活用することで、輸送費の抑制や機動
的かつ柔軟性の高い調達が可能となります。

南アフリカ

インドネシア

豪州

北米

発電・販売部門



 離島においても、安定供給の確保を前提に徹底したコスト低減を推進し、設備の効率的運用および保全の効率化等に努
めております。

 2025年度については、内燃力発電設備の定期点検延伸、利用率向上(運転台数の減)、資材調達先拡大による修繕
費の低減、廃油再生装置による廃油の燃料転換、既設再エネ設備の利用率向上による燃料消費量の低減、宮古供給
用蓄電池経済運用等、様々なコスト低減策を実施することにより、離島運営の効率化に取り組んでおります。

 2026年度においても、これらの諸施策を継続しつつ、新たな取り組みに向けて検討を行い、更なるコスト低減に努めてまい
ります。

【主要施策】
◆内燃力発電設備の定期点検延伸、利用率向上、資材調達先拡大による修繕費の低減
◆既設再生可能エネルギー設備の利用率向上、設備更新に伴う内燃力発電機高効率化による燃料消費量の低減
◆「おきでんPXプロジェクト」※に基づく工事費の低減

※詳細はP16をご参照ください。

◆廃油再生装置による廃油の燃料転換

２-４．離島コストの低減
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送配電部門

≪ 廃油再生装置による廃油の燃料転換≫
【石垣第二発電所】

≪ 廃油再生装置による廃油の燃料転換≫
【石垣第二発電所】

≪ 再生可能エネルギー設備(可倒式風力設備) ≫
【波照間島】

≪ 再生可能エネルギー設備(可倒式風力設備) ≫
【波照間島】



 システムごとにサーバーやハードウェアなどを管理・運用する従来のシステム構成から、クラウドシフトによるアジリティ(機敏性)向
上・運用保守性向上・コスト低減・セキュリティ確保等を実現するために、AWS(Amazon Web Services)上にシステムの
共通機能やネットワークを集約する共通プラットフォーム(共通PF)を構築しました。

 共通PFでの一元管理に向けて、各システムのクラウドシフトを順次進めています。

≪事例≫ クラウドシフトに向けた「AWS共通プラットフォーム」の構築

２-５．業務運営の効率化① 送配電部門
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アプリケーション

ミドルウェア・実行環境

OS

仮想環境

ハードウェア

インフラ
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共通
プラットフォーム

これまで(個別開発) これから(共通PF)

共通PFにより、開発・運用・保守を一元化・標準化
⇒ セキュリティ対策、各種管理・監視等の合理化

個別開発のため、開発・運用・保守も個別対応
⇒ 対応・機能等が重複、各システムベンダ依存

発電・販売部門



 データ利活用における業務効率化のための環境整備を行うことや、IT活用ニーズの増大に伴うITコストやセキュリティリスクの
増大を抑制することを目的に、新たなプラットフォームである「Box」を導入しました。

 今後は生成AI等の先進テクノロジも活用し、グループ大での「超・攻めの効率化」を進めてまいります。

≪事例≫インテリジェントコンテンツ管理プラットフォーム「Box」の導入

送配電部門２-５．業務運営の効率化②
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発電・販売部門
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 お客さまへこれまで書面で通知していた「電気ご使用量のお知らせ（検針票）」や「ご契約内容・契約更新のお知らせ」
について、スマートフォンへSMSやLINEで通知する「通知WEBサービス」※を導入しました。

 お客さまはスマートフォンから、いつでも電気ご使用量やご契約内容をご確認いただけます。
 これにより、お客さまの利便性向上に加え、現場投函業務の効率化や、郵送費の低減を実現しました。

※スマートフォン（携帯電話番号）のお客さまのみ利用対象。固定電話番号等のお客さまについては書面にてお知らせとなります。

２-５．業務運営の効率化③
≪事例≫SMS・LINEを活用したWEB通知の導入によるお客さまサービスの向上および業務効率化

導入前 導入後
いつでもスマートフォンで確認可能

送配電部門

沖縄電力

検針票

検針員が現場訪問
お客さま宅へ
検針票投函

ご契約内容
のお知らせ

沖縄電力 お知らせ郵送 お客さま宅へ
郵便局にて投函

沖縄電力 SMS・LINEでお知らせ

＜イメージ＞

※画面イメージは、「電気ご使用量のお知らせ」のみを参考に掲載しています。

＜電気ご使用量のお知らせ（検針票）＞

＜ご契約内容・契約更新のお知らせ＞

発電・販売部門



 2023年度の小売料金改定の審査において、「資材調達に関して電力業界全体でまだ効率化の余地があるのではない
か」等の指摘があったことを踏まえ、各事業者で調達の改善に係る方針を策定した上で、必要に応じて国がフォローアップし
ていく枠組みが新たに設けられました(対象期間:2023～2025年度)。

 当社においては、「VE提案の活用促進」、「メーカー所掌範囲の見直し」、「補修計画の最適化」の３つの施策を中心とし
て調達の効率化に取り組み、2024年度に一部計画の見直しを行いましたが、見直し後の計画通りに完了しました。

【第75回 料金制度専門会合(2026年5月13日開催)資料3より引用】

３．調達効率化に向けたロードマップについて

15

発電・販売部門



４．「おきでんＰＸプロジェクト」の進捗について

16

 喫緊の課題として、物価上昇や賃上げ、円安の影響により、資機材の調達や工事において従来よりも費用が大幅に増加
するなど、物価高への対応が必要となっていることから、「調達力」を抜本的に強化すべく、2025年1月に社⾧直轄のプロジ
ェクトとして「おきでんPXプロジェクト」を発足しました。

 見積内容の精査などを通じて費用の最適化に取り組んでおり、変革の中核を担う中心メンバーおよび周辺メンバーにも、施
策実施の強化を目的とした各種研修を展開し、各主管部門が継続実施できる体制整備を進めているところです。

変革実行に
必要なスキル
の習得

施策の検討/実行による効果の創出

並行してスキル習得を実施し、施策実行力を強化

変革の中核を担う中心メンバーへの
スキル習得

徐々に周辺
メンバーへ展開

おきでんグループの
変革継続に
必要な知見・
スキル習得

送配電部門発電・販売部門


